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○

○

  ⑤　諸収入について、下水道工事収入等 １億4,812万６千円 を計上しました。

子育て教育施策の充実に資する予算

第１次補正予算編成後に生じた状況の変化に速やかに対応するための予算

１　基本的な考え方

　基本的な考え方に基づいて編成した結果、今回の補正予算案の規模は、
20億8,845万９千円 となり、補正後の予算額は、3,553億5,872万２千円 となりました。

　令和７年度一般会計第２次補正予算案につきましては、以下の視点を踏まえて予算を
計上しました。

２　補正予算の規模

３　補正予算の財源

　補正予算額 20億8,845万９千円 の財源内訳は以下のとおりです。

  ①　分担金及び負担金について、保育園負担金 △６億603万５千円 を計上しました。

  ③　都支出金について、保育所等利用多子世帯負担軽減事業費補助金等
　　　34億7,576万６千円 を計上しました。

  ④　繰入金について、財政基金繰入金 △７億1,394万５千円 を計上しました。

  ②　使用料及び手数料について、保育園使用料 △２億1,545万３千円 を計上しました。

（単位:千円）

会計区分 当初予算額 既定予算額 今回補正額 補正後予算額

一般会計 352,709,587 353,270,263 2,088,459 355,358,722 

（単位:千円）

国・都支出金 その他 計

一般会計

会計区分 今回補正額 一般財源
特定財源

2,088,459 △ 713,945 3,475,766 △ 673,362 2,802,404 
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（単位：千円）

主な内容 補正額

1,813,604

1
定額減税補足給付金
（調整給付）給付事業

定額減税補足給付金（不足額給付）に係る対象者数の増 1,569,759

2
認可外保育施設等保護
者負担軽減補助

第一子保育料無償化等に伴う認可外保育施設等保護者負担軽
減補助の増

188,615

3 地域型保育事業運営費 第一子保育料無償化に伴う地域型保育事業運営費の増 50,408

4 家庭福祉員制度経費 第一子保育料無償化に伴う家庭福祉員保護者補助の増 3,190

5
多様な他者との関わり
の機会の創出事業運営
費

第一子保育料無償化に伴う多様な他者との関わりの機会の創
出事業運営費の増

616

6
こどもシステムに係る
経費

第一子保育料無償化に伴う保育システムの改修経費 1,016

172,487

1 橋梁の長寿命化 東橋長寿命化修繕工事に係る経費の増 40,955

2 合流改善貯留施設整備 貯留管設置工事に係る経費の増 131,532

102,368

1 見守り活動の推進 始業時間前の居場所づくり事業に係る経費 1,545

2

おおた20歳の絆応援チ
ケット－区立中学校卒
業生のための新たな絆
づくり－

おおた20歳の絆応援チケット－区立中学校卒業生のための新
たな絆づくり－事業に係る経費

65,766

3 教科領域研究奨励 笑顔と学びの体験活動プロジェクト事業に係る経費 3,523

4 保護者負担軽減補助 第一子保育料無償化に伴う預かり保育料補助の増 1,486

３ 福祉費

６ 土木費

９ 教育費

４  補正予算歳出事業概要

事業名

2



（単位：千円）

主な内容 補正額事業名

教育費のつづき

5
私立幼稚園子育て支援
事業

第一子保育料無償化に伴う多様な他者との関わりの機会の創
出事業運営費の増

22,934

6
私立幼稚園入所者支援
給付費

第一子保育料無償化に伴う一時預かり事業運営費の増 7,114

3



５  歳入・歳出（款別）一覧

歳入 （単位：千円）

当初予算額
１次補正後

予算額
２次補正額

２次補正後
予算額

1 特別区税 84,965,041 84,965,041 84,965,041 

2 地方譲与税 1,950,001 1,950,001 1,950,001 

3 利子割交付金 1,137,000 1,137,000 1,137,000 

4 配当割交付金 2,667,000 2,667,000 2,667,000 

5 株式等譲渡所得割交付金 2,899,000 2,899,000 2,899,000 

6 地方消費税交付金 19,855,000 19,855,000 19,855,000 

7 自動車取得税交付金 1 1 1 

8 環境性能割交付金 341,000 341,000 341,000 

9 地方特例交付金 466,000 466,000 466,000 

10 特別区交付金 85,823,000 85,823,000 85,823,000 

11 交通安全対策特別交付金 67,000 67,000 67,000 

12 分担金及び負担金 1,924,580 1,924,580 △ 606,035 1,318,545 

13 使用料及び手数料 8,665,943 8,665,943 △ 215,453 8,450,490 

14 国庫支出金 63,371,747 63,371,747 63,371,747 

15 都支出金 32,317,671 32,549,083 3,475,766 36,024,849 

16 財産収入 1,956,761 1,956,761 1,956,761 

17 寄附金 346,927 346,927 346,927 

18 繰入金 22,870,395 23,195,395 △ 713,945 22,481,450 

19 繰越金 2,000,000 2,000,000 2,000,000 

20 諸収入 8,585,520 8,589,784 148,126 8,737,910 

21 特別区債 10,500,000 10,500,000 10,500,000 

352,709,587 353,270,263 2,088,459 355,358,722 

款

合 計
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歳出 （単位：千円）

当初予算額
１次補正後

予算額
２次補正額

２次補正後
予算額

1 議会費 1,149,299 1,149,299 1,149,299 

2 総務費 46,492,935 46,934,498 46,934,498 

3 福祉費 182,412,929 182,420,244 1,813,604 184,233,848 

4 衛生費 11,819,248 11,931,046 11,931,046 

5 産業経済費 12,841,074 12,841,074 12,841,074 

6 土木費 22,322,525 22,322,525 172,487 22,495,012 

7 都市整備費 11,696,215 11,696,215 11,696,215 

8 環境清掃費 13,869,090 13,869,090 13,869,090 

9 教育費 46,981,107 46,981,107 102,368 47,083,475 

10 公債費 1,818,343 1,818,343 1,818,343 

11 諸支出金 806,822 806,822 806,822 

12 予備費 500,000 500,000 500,000 

352,709,587 353,270,263 2,088,459 355,358,722 

款

合 計
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６  歳入（財源別）・歳出（性質別）一覧

歳入（財源別） （単位：千円）

当初予算額
１次補正後

予算額
２次補正額

２次補正後
予算額

一般財源 215,029,991 215,354,991 △ 713,945 214,641,046 

特別区税 84,965,041 84,965,041 84,965,041 

地方譲与税 1,950,001 1,950,001 1,950,001 

特別区交付金 85,823,000 85,823,000 85,823,000 

その他 42,291,949 42,616,949 △ 713,945 41,903,004 

特定財源 137,679,596 137,915,272 2,802,404 140,717,676 

使用料及び手数料 8,665,943 8,665,943 △ 215,453 8,450,490 

国庫支出金 63,371,747 63,371,747 63,371,747 

都支出金 32,317,671 32,549,083 3,475,766 36,024,849 

特別区債 10,500,000 10,500,000 10,500,000 

その他 22,824,235 22,828,499 △ 457,909 22,370,590 

352,709,587 353,270,263 2,088,459 355,358,722 

歳出（性質別） （単位：千円）

当初予算額
１次補正後

予算額
２次補正額

２次補正後
予算額

義務的経費 157,311,433 157,315,711 1,590,793 158,906,504 

人件費 46,216,394 46,216,394 46,216,394 

扶助費 109,288,857 109,293,135 1,590,793 110,883,928 

公債費 1,806,182 1,806,182 1,806,182 

投資的経費 50,218,387 50,218,387 172,487 50,390,874 

建設費等
（建設費補助等含む）

48,391,910 48,391,910 172,487 48,564,397 

公有財産購入費 1,826,477 1,826,477 1,826,477 

その他 145,179,767 145,736,165 325,179 146,061,344 

352,709,587 353,270,263 2,088,459 355,358,722 

区 分

合 計

区 分

合 計
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（単位：千円）

款 項 事　業　名 節 事　業　費
年度内

執行見込額
翌年度繰越額

 14 工事請負費 514,129      289,929 224,200      

計 514,129      289,929 224,200      

７　繰越明許費

 6 土木費  2 道路橋梁費 合流改善貯留施設整備

7



８　債務負担行為補正

追　加 （単位：千円）

債務負担期間 限 度 額

１．事業目的

２．事業内容 経費　 3,696
本 年 度 予 算 計 上 額 0
来 年 度 債 務 負 担 額 3,696

１．事業目的

～ ２．事業内容 経費　 34,377
本 年 度 予 算 計 上 額 0
来年度以降債務負担額 34,377

１．事業目的

～ ２．事業内容 経費　 46,530
本 年 度 予 算 計 上 額 0
来年度以降債務負担額 46,530

１．事業目的

～ ２．事業内容 経費　 17,402
本 年 度 予 算 計 上 額 0
来年度以降債務負担額 17,402

１．事業目的

２．事業内容 経費　 2,559
本 年 度 予 算 計 上 額 0
来 年 度 債 務 負 担 額 2,559

事項名 事項説明

大田区産業プラザ大規模
改修工事（契約変更）

令和８年度

34,377

大田区産業プラザ大規模改修工事

令和９年度 {

東調布中学校取壊し工事
（第１期）（契約変更）

令和８年度 3,696

東調布中学校取壊し工事（第１期）

{

呑川合流改善貯留施設整
備（貯留管設置）（契約
変更）

46,530

呑川合流改善貯留施設整備に伴う貯留管設置

{

令和８年度

令和９年度

矢口西小学校改築工事
（第１期）（契約変更）

令和８年度

17,402

矢口西小学校改築工事（第１期）

令和11年度 {

大森第一中学校校舎棟外
壁改修その他工事（第２
期）（契約変更）

令和８年度 2,559

大森第一中学校校舎棟外壁改修その他工事（第２期）

{

    8



９  積立基金の状況

（単位：千円）

積立 取崩 積立 取崩

44,778,948 120,021 9,399,419 35,174,550 △ 713,945 35,888,495

- 686,800 686,800 686,800

72,392,049 7,170,884 7,606,755 71,956,178 71,956,178

公共施設整備資金
積立基金

45,097,094 135,413 7,000,000 38,232,507 38,232,507

羽田空港対策積立基金 2,613,783 446,295 363,000 2,697,078 2,697,078

文化振興基金 468 2 470 470

自転車等駐車場整備資金
積立基金

146,635 10,843 157,478 157,478

地域力応援基金 90,774 303 23,790 67,287 67,287

福祉事業積立基金 132,382 441 132,823 132,823

新空港線整備及びまちづ
くり資金積立基金

10,739,748 1,035,745 11,775,493 11,775,493

勝海舟基金 16,344 59 6,201 10,202 10,202

防災対策基金 13,231,615 40,713 110,057 13,162,271 13,162,271

子ども生活応援基金 134,882 449 5,852 129,479 129,479

大学等進学応援基金 188,324 621 7,500 181,445 181,445

産業のまち未来基金 - 5,500,000 90,355 5,409,645 5,409,645

みどり基金 - - -

117,170,998 7,977,705 17,006,174 107,817,529 △ 713,945 108,531,474

5,190,363 15,995 959,335 4,247,023 4,247,023

122,361,361 7,993,700 17,965,509 112,064,552 △ 713,945 112,778,497合　　計

※ 表示単位未満を四捨五入しているなど、合計等が一致しない場合があります。

財政基金

減債基金

特定目的基金

計

介護給付費準備基金

区　　分
令和６年度末
現 在 高 見 込
(7年3月31日現在)

令和７年度

当初予算 既 定 予 算 後
現 在 高 見 込

今回補正 今 回 補 正 後
現 在 高 見 込
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最終



 

第90号議案 令和７年度大田区一般会計補正予算（第２次）の編成替えを求める動議 

 

  第90号議案 令和７年度大田区一般会計補正予算（第２次）について、区長はこれを

撤回し、下記事項を原案に追加し、再提出することを要求する。 

 

  上記の動議を提出する。 

 

  令和７年６月24日 

 

総務財政委員長 高 瀬 三 徳 様 

 

提 出 者 

清 水 菊 美 

 

 

記 

 

歳入 

18款 繰入金 

今回編成替えを行う歳出項目の財源とするため、１項基金繰入金を222,000千円増額

する。 

歳出 

 ９款 教育費 

中学３年生の修学旅行にかかる経費を補助するため、３項中学校費を222,000千円増

額する。 



 
 

 

 

 

 

京和橋落橋防止対策工事（その３）請負契約について 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   京和橋落橋防止対策工事（その３） 

 

（２)工事場所   大田区昭和島二丁目４番から京浜島一丁目２番先 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和８年１月 30日まで 

 

(４)工事内容   ア 落橋防止装置等製作工 一式 

         イ 落橋防止装置等設置工 一式 

ウ 検査路設置工 一式 

エ 車道舗装修繕工 一式 

  

２ 案内図 

 

 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料１番 

所管 経理管財課 

工事場所 

A1 
橋台 A2 

橋台 

P1 
橋脚 



入　札　経　過　調　書

第98号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第 １ 回 入 札 （ 税 抜 ） 第２回入札（税抜）

名　称 佐々木・栄伸建設工事共同企業体

所在地 大田区上池台二丁目20番２号

　契約金額（税　込）

  ￥２６９，０００，０００

  ￥２９９，０７１，３００

  ￥２７１，８８３，０００

契約有効の日から令和８年１月30日まで

7

件名 京和橋落橋防止対策工事（その３）
令和７年５月14日

佐々木・栄伸
　　  建設工事共同企業体

2 レ￥269,000,000

伊藤・南武
　　  建設工事共同企業体

1 ￥277,000,000

4

3

6

5

8

　工　　期
 

契約の相手方 　　

  ￥２９５，９００，０００ （落札率98.93％）

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）
 



 

 

 

 

 

 

大田区池上会館特定天井及び内部改修その他工事請負契約について 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   大田区池上会館特定天井及び内部改修その他工事 

 

(２)工事場所   大田区池上一丁目 32番８号 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和９年２月 26日まで 

 

(４)工事内容   ア 大集会室及びホワイエ特定天井改修工事 一式 

イ 大集会室及びホワイエ内部改修工事 一式 

 

 

２ 案内図 

 

 
 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

本門寺公園 

 

池上 

本門寺 

 

池上 

会館 

 
工事場所 

池上 

小学校 

大森第四 

中学校 



入　札　経　過　調　書

第99号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第 １ 回 入 札 （ 税 抜 ） 第２回入札（税抜）

名　称 山田建設株式会社

所在地 大田区北千束一丁目11番３号

　契約金額（税　込）

  ￥６９５，０００，０００

  ￥７８１，１５４，０００

  ￥７１０，１４０，０００

契約有効の日から令和９年２月26日まで

8

　工　　期
 

契約の相手方 　　

  ￥７６４，５００，０００　　（落札率97.87％）

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）
 

5

6

3

4

7

件名 大田区池上会館特定天井及び内部改修その他工事
令和７年５月13日

山田建設株式会社2 ￥751,500,000 レ￥695,000,000

サンユー建設株式会社1 ￥861,800,000 辞退



 

 

 

 

大田区営大森東一丁目住宅及び大田区立大森東福祉園外壁改修その他工事請 

負契約について 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   大田区営大森東一丁目住宅及び大田区立大森東福祉園外壁改修 

その他工事 

 

(２)工事場所   大田区大森東一丁目 36番７号 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和８年 11月 27日まで 

 

(４)工事内容   ア 外壁改修工事 一式 

イ 鉄部塗装改修工事 一式 

ウ 屋上防水改修工事（１階屋上のみ） 一式 

  

 

２ 案内図 

 

 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料３番 

所管 経理管財課 

平和の森公園 

 

大森東小学校 

 
工事場所 

都立美原高等学校 

大森東一丁目住宅 

大森東福祉園 



入　札　経　過　調　書

第100号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第 １ 回 入 札 （ 税 抜 ） 第２回入札（税抜）

名　称 株式会社河津建設

所在地 大田区東嶺町30番17号

　契約金額（税　込）

  ￥４９０，０００，０００

  ￥５５４，３６７，０００

  ￥５０３，９７０，０００

契約有効の日から令和８年11月27日まで

8

　工　　期
 

契約の相手方 　　

  ￥５３９，０００，０００　　（落札率97.23％）

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）
 

5

6

幸建設株式会社3 ￥535,000,000 辞退

4

7

件名
大田区営大森東一丁目住宅及び大田区立大森東福祉園
外壁改修その他工事令和７年５月14日

株式会社河津建設2 ￥513,500,000 レ￥490,000,000

小川建設株式会社1 ￥518,000,000 不参



 

 

 

 

大田区池上会館特定天井及び内部改修その他電気設備工事請負契約について 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   大田区池上会館特定天井及び内部改修その他電気設備工事 

 

(２)工事場所   大田区池上一丁目 32番８号 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和９年２月 26日まで 

 

(４)工事内容   ア 大集会室及びホワイエ特定天井改修に伴う電気設備工事 一式 

イ 大集会室及びホワイエ内部改修に伴う電気設備工事 一式 

ウ 本館照明改修工事 一式  

 

 

２ 案内図 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料４番 

所管 経理管財課 

池上 

会館 

 
工事場所 



入　札　経　過　調　書

第101号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第 １ 回 入 札 （ 税 抜 ） 第２回入札（税抜）

名　称 新星電工株式会社

所在地 大田区北千束二丁目31番３号

　契約金額（税　込）

  ￥１９１，０００，０００

  ￥２２２，９８１，０００

  ￥２０２，７１０，０００

契約有効の日から令和９年２月26日まで

5

4

3

2

1

10

9

8

7

6

仲村電業株式会社 最低制限未満

増田電気株式会社 辞退

福島電気工事株式会社 最低制限未満

日野システック株式会社 辞退

件名
大田区池上会館特定天井及び内部改修その他電気設備
工事令和７年５月14日

株式会社城南サービス
最低制限未満

アイユー電気株式会社
辞退

新星電工株式会社 レ￥191,000,000

新栄電気株式会社 辞退

永岡電設株式会社 ￥200,000,000

株式会社内外電業社 辞退

ミツル電気株式会社 最低制限未満

　工　　期
 

契約の相手方 　　

  ￥２１０，１００，０００　　（落札率94.22％）

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）
 

株式会社矢沢電気商会 辞退
12

11



 

 

 

大田区特別区税条例の一部を改正する条例  

 

地方税法等の改正に伴い、次のとおり規定を整備する。 

 

１ 公示送達 

条例  改正の概要  施行日  

第６条  

（公示送達）  

 

第 1 5 条 

（ 所 得 割 の 課 税 標

準）  

 

 公示事項について、インターネットを利用

する方法により不特定多数の者が閲覧するこ

とができる状態におく措置をとるとともに、

公示事項が記載された書面を区の掲示場に掲

示ことなどにより閲覧可能な措置をとること

とし、併せて規定を整備する。  

地方税法等の一部

を 改 正 す る 法 律

（令和５年法律第

１号）付則第１条

第 1 2 号に掲げる

規定の施行の日  

 

２ 特定親族特別控除 

条例  改正の概要  施行日  

第 1 7 条 

（所得控除）  

 

第 2 3 条 

（区民税の申告）  

 

 

第 2 4 条の２  

（区民税に係る給与

所得者の扶養親族等

申告書）  

 

第 2 4 条の３  

（区民税に係る公的

年金等受給者の扶養

親族等申告書）  

 

 合計所得金額が 5 8 万を超えることによ

り、控除対象扶養親族に該当しなくなった大

学生世代を扶養する親等が、扶養控除に代わ

って受けられる控除（特定親族特別控除）の

創設に伴い規定を整備する。  

 

控除額は、特定親族の前年の合計所得金額

により次のとおり。  

 5 8 万円超 9 5 万円まで：4 5 万円  

 9 5 万円超 1 0 0 万円まで：4 1 万円  

1 0 0 万円超 1 0 5 万円まで：3 1 万円  

1 0 5 万円超 1 1 0 万円まで：2 1 万円  

1 1 0 万円超 1 1 5 万円まで：1 1 万円  

1 1 5 万円超 1 2 0 万円まで：６万円  

1 2 0 万円超 1 2 3 万円まで：３万円  

令和８年１月１日  

 

 

 

  

総務財政委員会 

令和７年６月23日・24日 

区民部 資料１番 

所管 課税課 



 

３ 公益法人等に係る区民税の課税の特例規定の削除 

条例  改正の概要  施行日  

付則第２条の２の２  

（公益法人等に係る

区 民 税 の 課 税 の 特

例）  

 公益法人等に係る区民税の課税の特例に係

る規定を削除する。  

公益信託に関する

法律（令和６年法

律第 3 0 号）の施

行の日の属する年

の翌年の１月１日  

 

４ 加熱式たばこの課税方式の見直し 

条例  改正の概要  施行日  

付則第７条の２  

（加熱式たばこに係

るたばこ税の課税標

準の特例）  

 加熱式たばこの課税方式について、重量の

みに応じて紙巻きたばこに換算する方式とす

るほか、一定の重量以下のものは紙巻きたば

こ１本として換算する方法によるものとす

る。  

令和８年４月１日  

 

  



 

大田区特別区税条例（昭和39年条例第52号）新旧対照表 

新 旧 

○大田区特別区税条例 ○大田区特別区税条例 

第１条から第５条の６まで （略） 第１条から第５条の６まで （略） 

（公示送達） （公示送達） 

第６条  法第 2 0条の２の規定による公示送

達は、公示事項（同条第２項に規定する

公示事項をいう。以下この条において同

じ。）を地方税法施行規則（昭和 2 9年総

理府令第 2 3 号。以下「施行規則」とい

う。）第１条の８第１項に規定する方法

により不特定多数の者が閲覧することが

できる状態に置く措置をとるとともに、

公示事項が記載された書面を大田区公告

式条例（昭和 3 2年条例第２号）第２条第

２項に規定する掲示場に掲示し、又は公

示事項を区の事務所に設置した電子計算

機の映像面に表示したものの閲覧をする

ことができる状態に置く措置をとること

によつてするものとする。 

第６条  法第 2 0条の２の規定による公示送

達は、                

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                 大

田区公告式条例（昭和 3 2年条例第２号）

第２条第２項に規定する掲示場に掲示し

て                  

                  

                  

    行うものとする。 

第７条から第14条まで  （略） 第７条から第14条まで （略） 

（所得割の課税標準） （所得割の課税標準） 

第15条 （略） 第15条 （略）  

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４  前項の規定は、前年分の所得税に係る

第 2 4条第１項に規定する確定申告書に特

定配当等に係る所得の明細に関する事項

その他施行規則            

                  

    に定める事項の記載があるとき

は、当該特定配当等に係る所得の金額に

ついては、適用しない。 

４  前項の規定は、前年分の所得税に係る

第 2 4条第１項に規定する確定申告書に特

定配当等に係る所得の明細に関する事項

その他地方税法施行規則（昭和 2 9年総理

府 令 第 2 3 号 。 以 下 「 施 行 規 則 」 と い

う 。 ） に 定 め る 事 項 の 記 載 が あ る と き

は、当該特定配当等に係る所得の金額に

ついては、適用しない。 

５及び６ （略） ５及び６ （略） 

第16条 （略） 第16条 （略）  

（所得控除） （所得控除） 

第17条 所得割の納税義務者が法第 314条の

２第１項各号のいずれかに掲げる者に該

当する場合には、同条第１項及び第３項

から第 1 1項までの規定により、雑損控除

額、医療費控除額、社会保険料控除額、

小規模企業共済等掛金控除額、生命保険

料控除額、地震保険料控除額、障害者控

除額、寡婦控除額、ひとり親控除額、勤

労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特

別控除額、扶養控除額又は特定親族特別

控除額を、前年の合計所得金額が 2,500万

円以下である所得割の納税義務者につい

ては、同条第２項、第６項及び第 1 1項の

規定により基礎控除額をそれぞれその者

の前年の所得について算定した総所得金

第17条 所得割の納税義務者が法第 314条の

２第１項各号のいずれかに掲げる者に該

当する場合には、同条第１項及び第３項

から第 1 1項までの規定により、雑損控除

額、医療費控除額、社会保険料控除額、

小規模企業共済等掛金控除額、生命保険

料控除額、地震保険料控除額、障害者控

除額、寡婦控除額、ひとり親控除額、勤

労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特

別控除額又は扶養控除額        

   を、前年の合計所得金額が 2,500万

円以下である所得割の納税義務者につい

ては、同条第２項、第６項及び第 1 1項の

規定により基礎控除額をそれぞれその者

の前年の所得について算定した総所得金



 

新 旧 

額、退職所得金額又は山林所得金額から

控除する。 

額、退職所得金額又は山林所得金額から

控除する。 

第18条から第22条まで （略） 第18条から第22条まで （略） 

（区民税の申告） （区民税の申告） 

第 23条  第９条第１号に掲げる者は、３月

15日までに、規則で定める申告書を区長

に提出しなければならない。ただし、法

第 317条の６第１項又は第４項の規定によ

り給与支払報告書又は公的年金等支払報

告書を提出する義務がある者から１月１

日現在において給与又は公的年金等の支

払を受けている者で前年中において給与

所得以外の所得又は公的年金等に係る所

得以外の所得を有しなかつたもの（公的

年金等に係る所得以外の所得を有しなか

つた者で社会保険料控除額（令第 48条の

９の７に規定するものを除く。）、小規

模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、勤労学生控除

額、配偶者特別控除額（所得割の納税義

務者（前年の合計所得金額が 900万円以下

であるものに限る。）の法第 314条の２第

１項第 10号の２に規定する自己と生計を

一にする配偶者（前年の合計所得金額が

95万円以下であるものに限る。）で控除

対象配偶者に該当しないものに係るもの

を 除 く 。 ） 、 法 第 314 条 の ２ 第 ４ 項    

に規定する扶養控除額若しくは特定親族

特別控除額（特定親族（同条第１項第 12

号に規定する特定親族をいう。第 24条の

２第１項第３号及び第 24条の３第１項に

おいて同じ。）（前年の合計所得金額が

85万円以下であるものに限る。）に係る

ものを除く。）の控除又はこれらと併せ

て雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第 313条第８項に規定する純損失の

金額の控除、同条第９項に規定する純損

失若しくは雑損失の金額の控除若しくは

第 19条の２の規定により控除すべき金額

（以下この条において「寄附金税額控除

額」という。）の控除を受けようとする

ものを除く。以下この条において「給与

所得等以外の所得を有しなかつた者」と

いう。）及び第 10条第２項に規定する者

（施行規則第２条の２第１項の表の上欄

の（二）に掲げる者を除く。）について

は、この限りでない。 

第23条  第９条第１号に掲げる者は、３月 1

5日までに、規則で定める申告書を区長に

提出しなければならない。ただし、法第 3

1 7条の６第１項又は第４項の規定により

給与支払報告書又は公的年金等支払報告

書を提出する義務がある者から１月１日

現在において給与又は公的年金等の支払

を受けている者で前年中において給与所

得以外の所得又は公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかつたもの（公的年

金等に係る所得以外の所得を有しなかつ

た者で社会保険料控除額（令第 4 8条の９

の７に規定するものを除く。）、小規模

企業共済等掛金控除額、生命保険料控除

額、地震保険料控除額、勤労学生控除額

、配偶者特別控除額（所得割の納税義務

者（前年の合計所得金額が 9 00万円以下で

あるものに限る。）の法第 3 14条の２第１

項第 1 0号の２に規定する自己と生計を一

にする配偶者（前年の合計所得金額が 9 5

万円以下であるものに限る。）で控除対

象配偶者に該当しないものに係るものを

除く。）若しくは法第 3 1 4条の２第４項に

規定する扶養控除額          

                  

                  

                  

                  

                  

      の控除又はこれらと併せて

雑損控除額若しくは医療費控除額の控除

、法第3 1 3条第８項に規定する純損失の金

額の控除、同条第９項に規定する純損失

若しくは雑損失の金額の控除若しくは第 1

9条の２の規定により控除すべき金額（以

下この条において「寄附金税額控除額」

という。）の控除を受けようとするもの

を除く。以下この条において「給与所得

等以外の所得を有しなかつた者」という

。）及び第 1 0条第２項に規定する者（施

行規則第２条の２第１項の表の上欄の（

二）に掲げる者を除く。）については、

この限りでない。 

２から８まで （略） ２から８まで （略） 

第24条 （略） 第24条 （略）  

（区民税に係る給与所得者の扶養親族等

申告書） 

（区民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書） 
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第24条の２ 所得税法第194条第１項の規定

により同項に規定する申告書を提出しな

ければならない者（以下この条において

「給与所得者」という。）で区内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際

に経由すべき同項に規定する給与等の支

払 者 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 給 与 支 払

者」という。）から毎年最初に給与の支

払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該給与支払者を経

由 し て 、 区 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い。 

第24条の２ 所得税法第194条第１項の規定

により同項に規定する申告書を提出しな

ければならない者（以下この条において

「給与所得者」という。）で区内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際

に経由すべき同項に規定する給与等の支

払 者 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 給 与 支 払

者」という。）から毎年最初に給与の支

払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該給与支払者を経

由 し て 、 区 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い。 

(１)及び(２) （略） (１)及び(２) （略） 

(３) 扶養親族又は特定親族の氏名 (３) 扶養親族     の氏名 

(４) （略） (４) （略）  

２から６まで （略） ２から６まで （略） 

（区民税に係る公的年金等受給者の扶養

親族等申告書） 

（区民税に係る公的年金等受給者の扶養

親族等申告書） 

第24条の３ 所得税法第203条の６第１項の

規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者又は法の施行地に

おいて同項に規定する公的年金等（所得

税法第2 0 3条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける者であ

つて、特定配偶者（所得割の納税義務者

（合計所得金額が 9 00万円以下であるもの

に限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（退職手当等（第 3 6条の２に規定する

退職手当等に限る。以下この項において

同 じ 。 ） に 係 る 所 得 を 有 す る 者 で あ つ

て、合計所得金額が 9 5万円以下であるも

のに限る。）をいう。第２号において同

じ。）又は扶養親族（年齢 1 6歳未満の者

又は控除対象扶養親族であつて退職手当

等に係る所得を有する者に限る。）若し

くは特定親族（退職手当等に係る所得を

有する者であつて、合計所得金額が 8 5万

円以下であるものに限る。）を有する者

（以下この条において「公的年金等受給

者」という。）で区内に住所を有するも

のは、当該申告書の提出の際に経由すべ

き所得税法第 2 03条の６第１項に規定する

公的年金等の支払者（以下この条におい

て「公的年金等支払者」という。）から

毎年最初に公的年金等の支払を受ける日

の前日までに、施行規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した申告

書 を 、 当 該 公 的 年 金 等 支 払 者 を 経 由 し

て、区長に提出しなければならない。 

第24条の３ 所得税法第203条の６第１項の

規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者又は法の施行地に

おいて同項に規定する公的年金等（所得

税法第2 0 3条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける者であ

つて、特定配偶者（所得割の納税義務者

（合計所得金額が 9 00万円以下であるもの

に限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（退職手当等（第 3 6条の２に規定する

退職手当等に限る。以下この項において

同 じ 。 ） に 係 る 所 得 を 有 す る 者 で あ つ

て、合計所得金額が 9 5万円以下であるも

のに限る。）をいう。第２号において同

じ。）又は扶養親族（年齢 1 6歳未満の者

又は控除対象扶養親族であつて退職手当

等に係る所得を有する者に限る。）   

                  

                  

           を有する者（以

下この条において「公的年金等受給者」

と い う 。 ） で 区 内 に 住 所 を 有 す る も の

は、当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第 2 0 3条の６第１項に規定する公

的年金等の支払者（以下この条において

「公的年金等支払者」という。）から毎

年最初に公的年金等の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、

区長に提出しなければならない。 
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(１)及び(２) （略） (１)及び(２) （略） 

(３) 扶養親族又は特定親族の氏名 (３) 扶養親族      の氏名 

(４) (略) (４) (略) 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

第25条から第66条まで (略) 第25条から第66条まで (略) 

付 則 付 則 

第１条から第２条の２まで （略） 第１条から第２条の２まで （略） 

 （公益法人等に係る区民税の課税の特例）  

第２条の２の２  削除 第２条の２の２  当分の間、租税特別措置

法第4 0条第３項後段（同条第６項から第 1

0項まで及び第 11項（同条第 12項において

準用する場合を含む。以下この条におい

て同じ。）の規定によりみなして適用す

る場合を含む。）の規定の適用を受けた

同法第 4 0条第３項に規定する公益法人等

（同条第６項から第 1 1項までの規定によ

り特定贈与等に係る公益法人等とみなさ

れる法人を含む。）を同条第３項に規定

する贈与又は遺贈を行つた個人とみなし

て、令附則第３条の２の３で定めるとこ

ろ に よ り 、 こ れ に 同 項 に 規 定 す る 財 産

（同法第 4 0条第６項から第 1 1項までの規

定により特定贈与等に係る財産とみなさ

れる資産を含む。）に係る山林所得の金

額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に

係る区民税の所得割を課する。  

第２条の２の３から第７条まで （略） 第２条の２の３から第７条まで （略） 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標

準の特例） 

 

第７条の２  令和８年４月１日以後に第 4 7

条の２第１項の売渡し又は同条第２項の

売 渡 し 若 し く は 消 費 等 （ 次 項 に お い て

「売渡し等」という。）が行われた加熱

式たばこ（第 4 7条第１号オに掲げる加熱

式たばこをいい、第 4 8条の２の規定によ

り製造たばことみなされるものを含む。

以下この条において同じ。）に係る第 4 9

条第１項の製造たばこの本数は、同条第

３項の規定にかかわらず、当分の間、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定 め る 方 法 に よ り 換 算 し た 紙 巻 た ば こ

（第 4 7条第１号アに掲げる紙巻たばこを

い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同

じ。）の本数によるものとする。  

 

(１ )  葉たばこ（たばこ事業法第２条第

２号に規定する葉たばこをいう。）を

原料の全部又は一部としたものを紙そ

の他これに類する材料のもので巻いた

加熱式たばこ（当該葉たばこを原料の

全部又は一部としたものを施行規則附
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則第８条の４の２に規定するところに

より直接加熱することによつて喫煙の

用に供されるものに限る。）  当該加

熱式たばこの重量（フィルターその他

の施行規則附則第８条の４の３に規定

するものに係る部分の重量を除く。以

下 こ の 項 か ら 第 ３ 項 ま で に お い て 同

じ。）の 0 . 3 5グラムをもつて紙巻たば

この１本に換算する方法。ただし、当

該加熱式たばこの１本当たりの重量が

0 . 3 5グラム未満である場合にあつて

は、当該加熱式たばこの１本をもつて

紙巻たばこの１本に換算する方法  

(２ )  前号に掲げるもの以外の加熱式た

ばこ 当該加熱式たばこの重量の 0 .2グ

ラムをもつて紙巻たばこの１本に換算

する方法。ただし、当該加熱式たばこ

の品目ごとの１個当たりの重量が４グ

ラム未満である場合にあつては、当該

加熱式たばこの品目ごとの１個をもつ

て紙巻たばこの 20本に換算する方法 

 

２  前項の規定により加熱式たばこのうち

同項第１号ただし書の規定の適用を受け

るもの及び同項第２号ただし書の規定の

適用を受けるもの以外のものの重量を紙

巻たばこの本数に換算する場合における

計算は、売渡し等が行われた加熱式たば

この品目ごとの１個当たりの重量に当該

加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて

得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに

合計し、その合計重量を紙巻たばこの本

数 に 換 算 す る 方 法 に よ り 行 う も の と す

る。 

 

３  前項の計算に関し、同項の加熱式たば

この品目ごとの１個当たりの重量に 0 .1グ

ラム未満の端数がある場合には、その端

数を切り捨てるものとする。  

 

４  第１ 項第 ２号に掲 げる加 熱式 たばこ

（第 4 8条の２の規定により製造たばこと

みなされるものに限る。）のうち、次に

掲げるものについては、同号ただし書の

規定は、適用しない。 

 

(１ )  第１項第１号に掲げる加熱式たば

こと併せて喫煙の用に供されるもの  

 

(２ )  第１項第２号に掲げる加熱式たば

こ（第 4 8条の２の規定により製造たば

ことみなされるものを除く。）と併せ

て 喫 煙 の 用 に 供 さ れ る 加 熱 式 た ば こ

（同条の規定により製造たばことみな

されるものに限る。）であつて当該加

熱式たばこのみの品目のもの  
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付 則  

（施行期日）  

第１条  この条例は、令和８年１月１日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

 

 (１ )  付則第７条の次に１条を加える改

正規定及び付則第４条の規定  令和８

年４月１日 

 

 (２） 第６条及び第 15条の改正規定並び

に次条の規定  地方税法等の一部を改

正する法律（令和５年法律第１号）附

則第１条第 1 2号に掲げる規定の施行の

日 

 

 (３ )  付則第２条の２の２の改正規定  

公益信託に関する法律（令和６年法律

第 3 0号）の施行の日の属する年の翌年

の１月１日 

 

（公示送達に関する経過措置）   

第２条  この条例による改正後の大田区特

別区税条例（以下「新条例」という。）

第６条の規定は、前条第２号に掲げる規

定の施行の日以後にする公示送達につい

て適用し、同日前にした公示送達につい

ては、なお従前の例による。  

 

（区民税に関する経過措置）  

第３条  新条例第 1 7条及び第 2 3条第１項た

だし書の規定は、令和８年度以後の年度

分の区民税について適用し、令和７年度

分までの区民税については、なお従前の

例による。 

 

２  令和８年度分の区民税に係る申告書の

提出に係る新条例第 2 3条第１項の規定の

適用については、同項ただし書中「特定

親族特別控除額（特定親族（同条第１項

第 1 2号に規定する特定親族をいう。第 2 4

条の２第１項第３号及び第 2 4条の３第１

項において同じ。）（前年の合計所得金

額が 8 5万円以下であるものに限る。）に

係るものを除く。）」とあるのは、「特

定親族特別控除額」とする。  

 

３  新条例第 24条の２第１項の規定は、こ

の条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に支払を受けるべき新条例第

23条第１項ただし書に規定する給与につ

いて提出する新条例第 24条の２第１項及

び第３項の規定による申告書について適

用し、施行日前に支払を受けるべきこの

条例による改正前の大田区特別区税条例
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（以下「旧条例」という。）第 23条第１

項ただし書に規定する給与について提出

した旧条例第 24条の２第１項及び第３項

の規定による申告書については、なお従

前の例による。 

４  新条例第 2 4条の３第１項の規定は、施

行 日 以 後 に 支 払 を 受 け る べ き 所 得 税 法

（昭和 4 0年法律第 3 3号）第 2 0 3条の６第

１項に規定する公的年金等（同法第 2 03条

の７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」とい

う。）について提出する新条例第 2 4条の

３第１項の規定による申告書について適

用し、施行日前に支払を受けるべき公的

年金等について提出した旧条例第 2 4条の

３ 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 告 書 に つ い て

は、なお従前の例による。  

 

（たばこ税に関する経過措置）  

第４条  次項に定めるものを除き、付則第

１条第１号に掲げる規定の施行の日前に

課した、又は課すべきであつた加熱式た

ばこ（新条例付則第７条の２第１項に規

定する加熱式たばこをいう。次項におい

て同じ。）に係るたばこ税については、

なお従前の例による。 

 

２  令和８年４月１日から同年９月 30日ま

での間に、大田区特別区税条例第 47条の

２第１項の売渡し又は同条第２項の売渡

し若しくは消費等が行われた加熱式たば

こに係る同条例第 49条第１項の製造たば

この本数は、同条第３項及び新条例付則

第７条の２の規定にかかわらず、次に掲

げる製造たばこの本数の合計数によるも

のとする。 

 

(１ )  大田区特別区税条例第 4 9条第３項

の規定により換算した紙巻たばこ（新

条例付則第７条の２第１項に規定する

紙 巻 た ば こ を い う 。 次 号 に お い て 同

じ。）の本数に 0. 5を乗じて計算した製

造たばこの本数 

 

(２ )  新条例付則第７条の２の規定によ

り換算した紙巻たばこの本数に 0. 5を乗

じて計算した製造たばこの本数  

 

３  前項各号に掲げる製造たばこの本数に

１本未満の端数がある場合には、その端

数を切り捨てるものとする。  

 

  

  

 



総 務 財 政 委 員 会 

令和７年６月 23・24日 

区民部 資料２番 

所管 戸籍住民課 

町区域の変更について 

 

１ 概要 

（1）提案理由 

   地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 260条第 1項の規定に基づき、町区域を変

更するため。 

 

（2）変更内容 

   羽田空港跡地地区土地区画整理事業の施行に伴い、大田区羽田空港二丁目の一部を

羽田空港一丁目の町区域に編入する。 

 

町区域変更図 

 



 

大田区土地開発公社の経営状況報告について 

 

１ 経営状況（令和６年度）                   

貸
借
対
照
表 

資  産 

流動資産計 ６,６７９,７３６,８２９  

固定資産計 ０ 

資 産 合 計 ６,６７９,７３６,８２９ 

負  債 

流 動 負 債 ５１,４２６,４１９ 

固 定 負 債 ６,５６６,７８１,７７８ 

負 債 合 計 ６,６１８,２０８,１９７ 

資  本 資本合 計  
６１,５２８,６３２ 

（当期純利益６５７,３５６） 

損
益
計
算
書 

経
常
損
益 

事 業 

事業収 益  ８２８,４６２,４９７ 

事業原 価  ８２２,００１,９９７ 

販売費及び一般管理費 ５,８１１,７４１ 

事業外 
事業外収益 ８,５９７ 

事業外費用 ０ 

経常利益  ６５７,３５６ 

当期純利益 ６５７,３５６ 

 

２ 主な事業報告（令和６年度） 

（１）公有用地の先行取得               ３５７,０３９千円 

・都市計画道路用地   （実績） １か所     ２３６.４７㎡ 

・公園用地       （実績） １か所     ２３３.６６㎡ 

・道路用地       （実績） ６か所      ６２.８１㎡ 

計         （実績） ８か所     ５３２.９４㎡ 

 

（２）土地の処分（譲渡先：大田区）          ８２１,８８８千円 

・都市計画道路用地   （実績） ５か所      ６７.０９㎡ 

・公園用地       （実績） ２か所     ９７４.０３㎡ 

・道路用地       （実績） ３か所      ３１.４３㎡ 

計         （実績）１０か所   １,０７２.５５㎡ 

 

３ 主な事業計画（令和７年度） 

（１）公有用地の先行取得              ５,０００,０００千円 

１ 都市計画道路用地                １,１００㎡ 

２ 公園用地・その他                ５,４００㎡ 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料１番 

所管 経理管財課 

（単位：円） 



（２）土地の処分（譲渡先：大田区） 

１ 都市計画道路用地 ２か所 

２ 公園用地     ６か所 

３ 道路用地     ４か所 

４ 施設整備用地   １か所 

 

４ その他 

  役員等の異動について 

理事等の異動 

職名 新役員氏名（就任日） 旧役員氏名（退任日） 

理 事 
梅 崎 修 二 

（令和７年４月１日就任） 

齋 藤 浩 一 

（令和７年３月 31日退任） 

理 事 
田 村 彰一郎 

（令和７年４月１日就任） 

中 澤  昇 

（令和７年３月 31日退任） 

監 事 
小 泉 貴 一 

（令和７年４月１日就任） 

杉 村 由 美 

（令和７年３月 31日退任） 

 

 



総 務 財 政 委 員 会 

令和 7 年６月 23・24 日 

総 務 部  資 料 １ 番 

所 管  人 事 課 

大田区を離職した管理職員の再就職状況について 

１ 概 要 

地方公務員法では、区の職員が退職し、その後営利企業等に再就職した場合に、現職

の職員に対して、売買、請負などの契約に関して、職務上の行為をするように、または

しないように要求し、または依頼することを禁ずると規定しています。 

 この規定の適正を確保するため、大田区では、区を離職した管理職員であった者が区

を離職後２年以内に営利企業等に再就職した場合には、その旨を区に報告させることと

し、その報告に基づいて、これを公表することとしています。 

 

２ 再就職の状況 
 

氏 名 離職時役職 
離職 

年月日 
再就職先名称 

再就職先 

役職 

再就職 

年月日 

飯嶋 清市 

産業経済部副参事 

＜一般社団法人 

大田観光協会派遣＞ 

令和７年 

３月 31日 

公益財団法人 

大田区産業振興

協会 

MICE・ 

施設部長 

令和７年

４月１日 

近藤 高雄 

福祉部副参事 

＜社会福祉法人 

大田区社会福祉協議会

派遣＞ 

令和７年 

３月 31日 

社会福祉法人 

大田区社会福祉

協議会 

事務局長 
令和７年

４月１日 

木田 早苗 
福祉部調布地域福祉 

課長 

令和７年 

３月 31日 

社会福祉法人 

大田幸陽会 
事務局次長 

令和７年

４月１日 

澤 健司 

健康政策部蒲田地域健

康課長／こども家庭部

蒲田こども家庭センタ

ー長兼務 

令和７年 

３月 31日 

公益財団法人 

大田区スポーツ

協会 

事務局次長 
令和７年

４月１日 

近藤 信之 

環境清掃部副参事 

＜一般財団法人 

大田区環境公社派遣＞ 

令和７年 

３月 31日 

一般財団法人 

大田区環境公社 

環境資源 

部長 

令和７年

４月１日 

後藤 清 大田図書館長 
令和７年 

３月 31日 

公益財団法人 

大田区文化振興

協会 

事務局長 
令和７年

４月１日 

 

３ 公表方法 

本委員会終了後、区ホームページで公表 



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 １ 

工 事 件 名 大田区蒲田五丁目付近管渠改良工事（下水道） 

契 約 金 額 ￥１３５，３００，０００－ 

契約の相手方 

 

大田区蒲田五丁目 26番８号 

株式会社吉田組 

代表取締役 佐野 優雅 

         

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ５ 月 ２８ 日 

工 期 令和  ８ 年  ２ 月 ２７ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区蒲田五丁目 

（２）工事内容 

管渠布設 78.70ｍ、既設管撤去 64.80ｍ、人孔設置 3箇所、 

既設人孔撤去 3箇所、汚水ます新設 1箇所、既設汚水ます撤去 3箇所 

（３）案内図 

 

 

 

 

総務財政委員会 

令和７年 6月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 



入　札　経　過　調　書

第○号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

￥137,500,000
予定価格超過

レ￥123,000,000
総合点34.9点
価格点16.4点
技術点18.5点

名　称 株式会社吉田組

所在地 大田区蒲田五丁目26番８号

　契約金額（税　込）

　 ￥１２３，０００，０００

 　￥１４２，７１４，０００

　 ￥１２９，７４０，０００

3

2 佐々木総業株式会社

株式会社トモエコーポ
レーション 東京支店

村石建工株式会社

株式会社吉田組

株式会社イハラ

辞退

辞退4

5

1

7

（税　抜）

予定価格（税　込）

契約の相手方 　　

　 ￥１３５，３００，０００（落札率94.80％）

6

 

件名 大田区蒲田五丁目付近管渠改良工事（下水道）
令和７年５月28日

8

辞退

（税　抜）



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ２ 

工 事 件 名 大田区池上四、六丁目付近管渠改良工事（下水道） 

契 約 金 額 ￥１２８，７００，０００－ 

契約の相手方 

 

大田区蒲田五丁目 26番８号 

株式会社吉田組 

代表取締役 佐野 優雅 

         

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ６ 月  ４ 日 

工 期 令和  ８ 年  ２ 月 ２０ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区池上四、六丁目 

（２）工事内容 

既設管改造(内面被覆工) 450.15m、本管撤去及び布設 43.85m、 

人孔設置 １箇所、既設人孔改造 18箇所、汚水ます 54箇所、 

既設汚水ます撤去 56箇所 

（３）案内図 

 

 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

   ：工事箇所 



入　札　経　過　調　書

第○号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

￥122,000,000
総合点25.5点
価格点8.5点
技術点17点

￥115,840,000
総合点31.2点
価格点18.7点
技術点12.5点

￥113,223,019
総合点28.9点
価格点19.9点

技術点9点
レ￥117,000,000

総合点36.1点
価格点17.6点
技術点18.5点

名　称 株式会社吉田組

所在地 大田区蒲田五丁目26番８号

　契約金額（税　込）

　 ￥１１７，０００，０００

 　￥１３６，７３０，０００

　 ￥１２４，３００，０００

3

2 株式会社イハラ 

株式会社トモエコーポ
レーション 東京支店

株式会社吉田組

株式会社伊藤組

4

5

1

7

予定価格（税　込）

契約の相手方 　　

　 ￥１２８，７００，０００（落札率94.13％）

6

 

件名 大田区池上四、六丁目付近管渠改良工事（下水道）
令和７年６月４日

8

（税　抜）

（税　抜）



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ３ 

工 事 件 名 補 43（Ⅰ期）整備工事その２（電線共同溝） 

契 約 金 額 ￥１５５，１００，０００－ 

契約の相手方 

 

大田区上池台二丁目 20番２号 

株式会社佐々木組 

代表取締役 小林 光一 

         

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ５ 月 ２８ 日 

工 期 令和  ８ 年  ３ 月  ６ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区仲池上二丁目 15番から仲池上二丁目 18番先 

（２）工事内容 

電線共同溝整備延長約 220m(両側) 

ア 管路工 各種 

イ プレキャストボックス設置工 ９組 

ウ 舗装工 アスファルト舗装工（歩道部） 約 920㎡ 

アスファルト舗装工（車道部） 約 100㎡ 

（３）案内図 

 

 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

工事箇所 



入　札　経　過　調　書

第○号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

￥151,200,000
予定価格超過

￥148,700,000
予定価格超過

レ￥141,000,000
総合点38.5点
価格点7.5点
技術点31点

￥127,769,634
総合点8.5点

価格点0点
技術点8.5点

名　称 株式会社佐々木組

所在地 大田区上池台二丁目20番２号

　契約金額（税　込）

　 ￥１４１，０００，０００

 　￥１５７，６４４，３００

　 ￥１４３，３１３，０００
 

件名 補43（Ⅰ期）整備工事その２（電線共同溝）
令和７年５月28日

8

（税　抜）

（税　抜）

予定価格（税　込）

契約の相手方 　　

　 ￥１５５，１００，０００（落札率98.39％）

6 村石建工株式会社

7

株式会社佐々木組

株式会社トモエコーポ
レーション　東京支店

株式会社市石工務店

4

5

1

辞退

不参3 木武建設株式会社

2 栄伸道路株式会社



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ４ 

工 事 件 名 池上第二小学校外壁改修その他工事（Ⅰ期） 

契 約 金 額 ￥１１４，４００，０００－ 

契約の相手方 

 

大田区中央二丁目 17番１号 

         株式会社鏑谷工務店 

         代表取締役 鏑谷 勉 

 

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ５ 月 １４ 日 

工 期 令和   ８ 年  ２ 月 ２７ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区中央八丁目９番１号 

（２）工事内容  

ア 外壁改修工事 一式 

イ 屋上防水改修工事 一式 

ウ その他建築工事 一式 

エ 電気設備改修工事 一式 

オ 機械設備改修工事 一式 

（３）案内図 

 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

 

 

 

 

 

 

工事場所 

池上第二 

小学校 

池上特別主張所 

大森税務署 



入　札　経　過　調　書

第○号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称 株式会社鏑谷工務店

所在地 大田区中央二丁目17番１号

　契約金額（税　込）

 ￥１０４，０００，０００

 ￥１１４，５２１，０００

 ￥１０４，１１０，０００

株式会社鏑谷工務店 レ￥104,000,000

不参

辞退

￥114,630,000

￥105,000,000

￥109,700,000

4

（税　抜）

（税　抜）

予定価格（税　込）

契約の相手方 　　

 ￥１１４，４００，０００（落札率99.89％）

8

 

件名 池上第二小学校外壁改修その他工事（Ⅰ期）
令和７年５月14日

2

7

3 横山建設株式会社

5

1

株式会社蔵王建設

6



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ５ 

工 事 件 名 
大田区立入新井第一小学校及び仮称大田区大森北四丁目複合施設改

築その他電気設備工事（Ⅱ期） 

契 約 金 額 ￥９７，９００，０００－ 随意契約 

契約の相手方 

 

大田区本羽田三丁目１番９号 

         株式会社ＮＡＧＡＯＫＡ 

         代表取締役社長 石渡 裕子 

 

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ６ 月  ３ 日 

工 期 令和  ８ 年  ７ 月 ３１ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区大森北四丁目６番７号 

（２）工事内容  

  改築工事、校庭整備を含む外構工事及び内装改修工事に伴う電気設備工事 

 一式 

（３）案内図 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

工事場所 

入新井 

第一 

小学校 



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ６ 

工 事 件 名 
大田区立入新井第一小学校及び仮称大田区大森北四丁目複合施設改

築その他機械設備工事（Ⅱ期） 

契 約 金 額 ￥１１０，８６９，０００－ 随意契約 

契約の相手方 

 

大田区北嶺町４番 18号 

         株式会社エバジツ 

         代表取締役 蛭田 功 

 

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ６ 月  ９ 日 

工 期 令和  ８ 年  ７ 月 ３１ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区大森北四丁目６番７号 

（２）工事内容  

  改築工事、校庭整備を含む外構工事及び内装改修工事に伴う機械設備工事 

 一式 

（３）案内図 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

工事場所 

入新井 

第一 

小学校 



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ７ 

工 事 件 名 本庁舎新設便所改修その他工事（Ⅲ期） 

契 約 金 額 ￥１０８，５７０，０００－ 随意契約 

契約の相手方 

 

大田区大森北二丁目３番 15号 

         大田空調衛生協同組合 

         代表理事 小國 博明 

 

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ５ 月  ２ 日 

工 期 令和  ８ 年  ３ 月 １３ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区蒲田五丁目 13番 14号 

（２）工事内容  

  新設便所改修工事（Ⅲ期） 一式 

  電気給湯器更新工事 一式 

  排煙設備改修工事 一式 

（３）案内図 

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

 

 

 

 

 

 

工事場所 



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ８ 

工 事 件 名 馬込小学校空調設備改修工事 

契 約 金 額 ￥７９，２００，０００－ 

契約の相手方 

 

大田区久が原一丁目１番５号 

         昭和設備株式会社 

         代表取締役 山本 英樹 

 

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ６ 月  ４ 日 

工 期 令和  ７ 年  ９ 月 ３０ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区南馬込一丁目 34番１号 

（２）工事内容  

空調設備改修工事 一式 

（３）案内図     

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 

工事場所 



入　札　経　過　調　書

第○号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称 昭和設備株式会社
所在地 大田区久が原一丁目１番５号

　契約金額（税　込）

 ￥７２，０００，０００

 ￥８５，１８２，９００
 ￥７７，４３９，０００

 

件名 馬込小学校空調設備改修工事
令和７年６月４日

1

最低制限未満

（税　抜）

株式会社興伸商会 最低制限未満

（税　抜）

予定価格（税　込）

契約の相手方 　　

 ￥７９，２００，０００（落札率92.98％）

7 日産温調株式会社 最低制限未満

2 株式会社城南サービス ￥81,400,000

昭和設備株式会社3 レ￥72,000,000

5 富田工業株式会社 最低制限未満

6 日化設備工業株式会社

4 株式会社新星工業 ￥79,500,000



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000万円以上、18,000万円未満のもの 

報 告 番 号 ９ 

工 事 件 名 森ケ崎公園サッカー場改修工事 

契 約 金 額 ￥１４８，５００，０００－ 

契約の相手方 

 

府中市是政三丁目 39番２号 

山一体育施設株式会社 

         代表取締役 八子 恭一 

 

契 約 年 月 日 令和  ７ 年  ５ 月 ２８ 日 

工 期 令和  ７ 年  ８ 月 ２９ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

森ケ崎公園サッカー場改修工事 

（２）工事内容  

準備工 一式 

敷地造成工 一式 

園路広場工 人工芝工 3,960㎡ 

        人工芝ライン工 510ｍ 

        人工芝再設置工 92㎡ 

        人工芝ライン張替え工 300㎡ 

雨水排水設備工 透水管工 565.9ｍ 

（３）案内図     

 

 

総務財政委員会 

令和７年６月 23日・24日 

総務部 資料２番 

所管 経理管財課 



入　札　経　過　調　書

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称     山一体育施設株式会社

所在地　 　府中市是政三丁目39番２号

 ￥１３５，０００，０００

 ￥１４９，６３４，１００

 ￥１３６，０３１，０００

辞退

件名 森ケ崎公園サッカー場改修工事
令和7年5月28日

1
株式会社井上グランド施
設工事

（税　抜）

（税　抜）

予定価格（税　込）

奥山スポーツ土木株式会
社

株式会社グリーンスポー
ツ建設

4

5

6

 ￥１４８，５００，０００（落札率99.24％）

辞退

コウフ・フィールド株式
会社　東京支店

生涯スポーツ建設株式会
社　東京支店

スポーツ施設株式会社

株式会社スポーツテクノ
和広

 契約の相手方 　　

8

7

東和スポーツ施設株式会
社　東京営業所

11

最低制限未満2

3

太陽スポーツ施設株式会
社

多摩スポーツ施設株式会
社

￥216,271,9329

辞退

￥154,000,000

￥151,500,000

￥137,000,000

最低制限未満

最低制限未満

株式会社富士グリーン
テック　東京支店

14 ￥187,800,000

株式会社細野スポーツ建
設

16 辞退

山一体育施設株式会社18 レ￥135,000,000

ホームラン堂運動施設株
式会社

15 ￥190,000,000

12 ￥181,500,000

美津濃株式会社　東京本
社

17 辞退

日本フィールドシステム
株式会社　関東支店

13 ￥222,500,000

　契約金額（税　込）

長永スポーツ工業株式会社10 ￥165,900,000

和宏体育施設株式会社19 最低制限未満

日勝スポーツ工業株式会
社



 

令和７年度 大田区定額減税補足給付金（不足額給付） 

 

令和６年度において、できる限り速やかに減税の効果を国民の方々に実
感していただくため、令和６年中に入手可能な課税情報を基に所得税の減
税額及び給付額を算出し、令和7年度に所得税額等が確定した後に不足分
を支給するとの政府の方針に基づき、定額減税及び補足給付金（調整給付
金）（以下「調整給付金」という。）を実施した。 

この度、確定申告等により確定した令和６年分所得税及び定額減税の実

績額により差額の給付が必要と判明した方等に、令和７年度定額減税補足
給付金（不足額給付）を支給する。 
 
１ 対象者 

令和7年1月1日時点で区に課税権のある方のうち、以下に該当する方  
（１）令和６年度に実施した調整給付金の額に不足がある方（不足額給付

Ⅰ） 
（２）青色事業専従者、事業専従者（白色）等の者で令和６年度の定額減

税や調整給付金、令和５年度、令和６年度の非課税世帯等への給付金
の対象外の方（不足額給付Ⅱ） 

 

２ 給付額 
（１）不足額給付Ⅰ 

本来給付すべき額と調整給付金との差額（１万円単位で切り上げ） 
（２）不足額給付Ⅱ 

４万円（令和６年１月１日時点で国外居住者の場合は３万円） 
 
３ 申請方法等 

対象者に確認書を送付する。 

（１）調整給付金を支給した方は原則プッシュ型で支給する。 
（２）（１）以外は、電子または紙による申請に基づき支給する。 

 
４ 対象件数、支給額（調査中のものも含む。） 
  約７万６千件、約21億２千万円 
 
５ スケジュール（予定） 
（１）確認書送付開始  ７月下旬 
（２）支給開始     ８月上旬 
（３）勧奨発送開始   ９月30日（火） 
（４）申請等最終受付  10月31日（金）当日消印有効 
（５）最終支給決定   12月19日（金） 

 
６ その他 
（１）コールセンター及び窓口（本庁舎２階204会議室）を設置 
（２）区報（８月11日号、９月21日号）、区ホームページ、区公式Ｘ及び

特別出張所においてチラシを配布する等により周知する。 

総務財政委員会 

令和７年６月23日・24日 

区民部 資料１番 

所管 課税課 



 

 

 

軽自動車税（種別割）のキャッシュレス納付者に対する 

継続検査用納税証明書一斉発送の終了について 

 

１ 概要 

  令和７年４月から、継続検査の対象となるすべての軽自動車について軽自動車検査協

会等のシステム上で納税確認が可能となったため、令和７年度をもって継続検査用納税

証明書の一斉発送を終了する。 
 

２ 経過 

軽自動車税（種別割）の口座振替を含むキャッシュレス納付では区民の手元に領収印

が押下された納税証明書が残らない。軽自動車の継続検査では、納税証明書が必要とな

るため、平成 28年度から利便性確保を目的とし、キャッシュレス納付者には、原則納期

限内に納付した対象者へ納税証明書を一斉発送してきた。 

これまで、三輪以上の軽自動車について軽自動車検査協会等がオンラインで納税確認

できていたが、令和７年４月からは、二輪の小型自動車（排気量 250cc超の二輪車）に

ついても対象となり、継続検査時における納税証明書の提示がすべての軽自動車で原則

不要となっている。 

なお、オンライン確認できるシステムへの納付情報の反映には最大で２週間程度要す

るため、その間に継続検査する場合は、従来どおり紙の納税証明書が必要となるが、継

続検査用納税証明書は区の窓口へ申請することで無料交付が可能である。 
 

３ 周知方法 

  令和７年６月 25日以降順次、区公式ホ

ームページ、区公式Ｘ，大田区報を活用

し、事前周知を行う。また、令和８年度の

軽自動車税（種別割）の対象者には、納税

通知書の同封する書類内での案内を予定し

ている。 
 

 

********************** 

********************** 

********************** 

令和＊年＊月＊日 令和＊年＊月＊日

総務財政委員会 
令和７年６月 23日・24日 

区民部 資料２番 

所管 納税課 



令和７年５月31日現在

収入率・執行率は四捨五入
円 国民健康保険事業特別会計 円

95.67 96.46 97.27 97.51
94.40 95.45 96.47 96.98

一般財源 0
特定財源 0
一般財源 1,408,673,000 後期高齢者医療特別会計 円
特定財源 2,916,000,000
一般財源 0 100.21 100.33
特定財源 0 99.45 99.51
一般財源 1,408,673,000
特定財源 2,916,000,000

介護保険特別会計 円

99.32 98.94
97.06 98.23

一般財源 0
特定財源 0
一般財源 0
特定財源 111,100,000
一般財源 0
特定財源 0
一般財源 0
特定財源 111,100,000

※ 一般会計繰越明許費繰越額は、繰越明許費6,669,815,000円から未収入特定財源2,345,142,000円を除外したものである。

前年度
収入率
執行率

前年度
予　算　現　額 352,173,006,435 予　算　現　額 68,019,303,000
歳　入　総　額 336,919,205,331 歳　入　総　額 66,164,342,662
歳　出　総　額 332,439,885,283 歳　出　総　額 65,617,419,466
歳入歳出差引額 4,479,320,048 歳入歳出差引額 546,923,196

継続費逓次
繰越額

繰越明許費
   繰越額 ※

収入率
執行率

前年度
予　算　現　額 20,725,717,000

翌年度繰越額
歳入歳出差引額 158,510,298

事故繰越し
繰越額

歳　入　総　額 20,769,890,757
歳　出　総　額 20,611,380,459

実質収支額 154,647,048

前年度

実質収支額 1,288,412,481

歳入歳出差引額 1,399,512,481

繰越明許費
繰越額

事故繰越し
繰越額

翌年度繰越額

歳　入　総　額 61,329,244,430
予　算　現　額 61,747,352,000

継続費逓次
繰越額

歳　出　総　額 59,929,731,949

収入率
執行率

令和６年度　　大田区各会計歳入歳出決算

一般会計 収入率
執行率

翌年度繰越財源 77,323,048
財政基金積立金 77,324,000

総 務 財 政 委 員 会

令和７年６月23・24日

会計管理室　資料１番

所管　　　会計管理室
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